第３回　府営住宅指定管理者評価委委員会議事要旨

１　日　　時　　平成２２年１２月１４日（火）午後1時３０分～午後３時

２　場　　所　　府庁新別館北館１階

３　議　　題　　【議事】

(１) 選定方法等への提言に関する事項について
(２) 府営住宅指定管理者評価委員会報告書（構成案）について

【報告】
　　自治会アンケート調査結果について

４　議事要旨

 (１) 選定方法等への提言に関する事項について
①　管理戸数の考え方・地区割り（案）について
「本格実施に向けた(平成２４年度)地区割りについて」事務局から説明（資料１）
（委員意見）
　・府営住宅を管理する地区割りを検討する際には、入居者の利便性から鉄道利用を前提にした交通手段の確保が重要であり、入居者が管理事務所へ移動するにあたり不便な地域においては、管理事務所を複数設置することなどで対応ができると考えられる。また、指定管理者も各住宅への移動を考えると、合理的な方法を検討することが期待される。
　・東大阪市域（5,671戸）及び、大東朋来住宅等（1,455戸）の戸数規模では採算が厳しく、将来的には、この２地区については地区割りの見直しが必要である。

・東大阪市域については、八尾市、柏原市と南河内エリアの各市（7番：15,614戸）と併せた場合は、２万戸強になるが管理規模には問題はないと考えられる。
・将来、府営住宅を減築することも考えられ、また、市町への移管が進めば戸数に大きな変動が生じる。
指定管理者の選定が同時期であれば、その際に地区割りの変更も容易であるとも考えられ、現在の指定期間のズレをどうするかも含め、今後の検討課題と考える。
・適切な管理戸数規模、地区割り案については、北摂は３万戸、泉州は２万戸、大阪市域が１万戸という規模で、管理戸数の大きさを変えることによって、本当に指定を受けたい事業者が、その目標とする区域に提案・予算を組んで検討されるのではないか。

・案２が工夫しているのは、泉北ニュータウンを分割させることで、将来のまちづくりを考えることができる点である。

北摂エリアは確かに大きいが、豊中市、高槻市、吹田市に管理戸数が集中しており、複数事務所を置けば十分に対応できるエリアであり、案２の地区割り案が最も妥当であると考える。

　②　選定方法について

事務局から説明（資料２）

「第２回府営住宅指定管理者評価委員会「主な意見」

　　　「Ｈ２３年度モデル事業地区の追加にあたっての「募集方法等の主な変更点」

（委員意見）
・今回の事業者ヒアリングで事業収支上課題となっている人件費や修繕費などについては、募集時の提案書を受ける際に、積算根拠の分かる詳しい資料の添付が必要と考える。

　・平成23年度の価格点にかかる審査方法の変更については、一層の競争原理が働き、より低い金額が提案される懸念がある。
・選定審査を行うにあたっては、提案された事業計画の遂行能力を見極める方法が必要とされる。

しかし、提案された事業計画の遂行が不可能と判断し「適正な管理業務の遂行を図る能力及び財政基盤に関する事項」の評価を下げても、価格点の配点が大きい場合には、結果的に最低価格の事業者が選定されることになる。
　　また、当該事項の審査において失格とする場合には、審査を行う委員全員が「０点」の評価をしなければ失格とはならない。
・例えば、委員の過半数が「０点」を付けた場合や、評価する項目で「０点」が２つ以上の場合には失格とするなどの方法も考えられる。
　　他にも点数を単純に足し算するのではなく、当該事項の点数を「10分の１」して係数化し、価格点の50点に掛けるなど、加重を付ける考え方もあっていいのではないか。
　・府庁全体の制度検討もあるので当委員会だけで結論にはならないが、審査基準の一つの方向と考えられる。委員会の報告書で付記したい。
指定管理者制度の審査基準の在り方・点数の付け方については、「足切り方法」や「評価点数に加重を付ける」など、工夫する余地がある。
（２）府営住宅指定管理者評価委員会報告書（構成案）について
事務局から説明（資料３）

（委員長意見）
・次回の第4回委員会において、報告書の構成や具体の内容について審議して頂く。

５　報　告

自治会アンケート調査結果について

事務局から報告（資料４）

（委員意見）
　・入居者満足度の把握についてはアンケートだけでなく、自治会等へのヒアリングなどを通じより具体的な意見を吸い上げ、入居者の高齢化が進む府営住宅の課題を引き出して、指定管理者に還元していくことも必要である。また、それにより指定管理事業において、新たな提案が出てくる可能性にも期待する。
　 (終了)
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